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別記様式第２号 別添 

 

 

浜の活力再生プラン 

（第２期） 

 

 

１ 地域水産業再生委員会 

組 織 名 船越湾漁協地域水産業再生委員会 

代 表 者 名 会長 湊 謙（船越湾漁業協同組合代表理事組合長） 

 

 

再生委員会の構成員 船越湾漁業協同組合、山田町 

オブザーバー 岩手県（沿岸広域振興局水産部宮古水産振興センター） 

 

 

対象となる地域の範囲

及び漁業の種類 

 

１ 対象となる地域の範囲  

  岩手県下閉伊郡山田町船越（船越地区・田の浜地区（船越湾漁協の

地区）） 

 

２ 漁業の種類（正組合員 321 名、准組合員 45 名） 

・定置網漁業 

（大型定置４ヵ統(２経営体)、小型定置３ヵ統(４経営体)） 

  ・採介藻漁業者                 

    ・養殖漁業者（カキ、ホタテ、アワビ、ホヤ、ワカメ等） 

  ・漁船漁業者（延縄、かご、突棒、磯建網漁業等） 

   

 

 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

 岩手県山田町は、人口 15,349 人、世帯数 6,582 世帯(令和元年 11 月 1 日現在)で、岩手県沿岸

部のほぼ中央部に位置し、北部は宮古市、南部は大槌町に隣接しており、その沖合では親潮と黒

潮が交差し、世界でも有数の漁場であることから、水産業を基幹産業として発展してきた地域で

ある。 

 現在山田町内には、船越湾に面した船越湾漁協（以下単に「漁協」という場合には船越湾漁協

を指す。）と山田湾に面した三陸やまだ漁協※が存在する。 

 漁協の地区は、大きく分けて船越地区と田の浜地区があり、地区の人口は 2,809 人、世帯数

1,143 世帯(令和元年 11 月 1 日現在)となっており、サケ、サバ等を漁獲主体とした定置網漁業、

かご漁業、延縄漁業などの漁船漁業及びワカメ、カキ、ホタテガイなどの養殖漁業とウニ、アワ

ビ等の採介藻漁業が盛んに営まれてきた。 

平成 23 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分頃に三陸沖を震源とする東北地方太平洋沖地震の影響で発
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生した東日本大震災津波によって、養殖施設や漁船、共同利用作業保管施設など水産関連施設は

壊滅的な被害を受けた。 

 震災後は、国・県・町等からの支援を受けて養殖施設、漁船等の水産関連施設の復旧を進め、

漁業活動を再開している。 

 このような中で地球温暖化等の影響によって、年々海水温が上昇傾向にあり、漁獲物の減少や

養殖ホタテガイのへい死などで漁業者の漁業所得が減少しており、漁業経営は厳しさを増してい

る。 

このことから、漁業振興による地域の活性化に早期に取り組み、漁業所得を向上させ漁家経営

の安定化を図ることが極めて重要である。 

※ 山田湾に面した大浦、織笠、山田湾及び大沢の 4 漁協が平成 21 年 10 月に合併

（２）その他の関連する現状等

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災津波は、高さ（遡上高）が船越地区 15ｍ、田の浜

地区 18ｍという想像を絶する規模であり、町内全域での被害の概要は、死者・行方不明者 824 人

の人的被害と、居宅棟数 7,199 棟のうち 3,362 棟、約 56%が全壊或いは一部損壊の被害を受けた。 

山田町では平成 23 年 12 月に「山田町復興計画」を策定した。計画期間は平成 23 年から平成

32 年までの概ね 10 年間として、平成 25 年までの 3 年間を「復興期」、平成 29 年までの 4 年間を

「再生期」、平成 32 年までの 3 年間を「発展期」と位置付け、復興に取り組んでいる。 

津波から命を守るための高台団地の整備や住宅の新築により、仮設住宅への入居はほぼ解消さ

れたが、その矢先、田の浜地区では令和元年 10 月 12 日から 13 日にかけて三陸沖を通過した台

風第 19 号の猛烈な雨の影響で、津波防災緑地公園の堤防（最高部 6ｍ）が雨水や沢水をせき止

め、70 戸以上が浸水する被害を受けたところである。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

〈漁業収入向上のための取組〉 

【水産資源の維持及び管理の取り組み】 

１ サケ資源の増大 

 漁協は、サケ稚魚の放流数確保と秋サケ漁獲量の増産を図るため、近隣市町村のサケのふ化

場から稚魚を購入し、引き続き海中飼育と適期放流に取り組む。（前期プランの継続） 

【採介藻漁業・養殖漁業の生産量増加、生産性向上】 

１ ホヤ養殖の実施 

ホヤ養殖については、関係機関の指導を受けながら地場採苗の技術向上を図り、ホヤの増産

に取り組む。（前期プランの継続） 

２ ウニ生産量の増加 

 前期プランでは、ウニの生産量増加を図るため養殖施設周辺の海底から、未利用資源となっ

ているウニをカゴ漁具により大規模増殖場等に移殖する計画であったが、近年天然の稚ウニが

増殖していること、未利用資源のウニ移殖により磯焼けが加速する懸念があることから、非操

業区域から操業区域への移殖を取りやめとする。ウニの資源量が多いことから、開口回数を増

やすことで、生産量の増加を図る。（前期プランから内容変更） 

３ アワビ生産量の増加 

漁協は、アワビの生産量増加を図るため県や山田町の指導の下、種苗放流適地調査を行うと

ともに、生存率を高めるためアワビ稚貝を中間育成し、放流の際には放流カゴを海底に沈めて

人の手が稚貝に触れないよう自然に海に放す方法（容器放流）に取り組む。（前期プランの継

続） 

４ 養殖ワカメ生産量の維持 

漁協は、ワカメ養殖の生産量維持を図るため新規就業者を募集するともに、空き漁場を有効

に利用するため、省力化機器を導入することで現行使者が増産できるような環境を整える。（前
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期プランを一部変更） 

５ 磯焼け対策の実施 

漁協は、ウニ、アワビ等の生産量の増加と成育を促すため、県の指導を受けながら餌となる

海藻の増殖や養殖ワカメの端材の給餌に努め、磯焼け対策に取り組む。（新規） 

【地域水産物の付加価値向上】 

１ 生ウニの付加価値向上 

漁協と採介藻漁業者は、ウニの食中毒発生防止を図るため、むき身作業から出荷作業までの

全工程及び集荷時において、基準値の 10℃以下の冷却殺菌海水を使用し、徹底した衛生管理と

低温管理に取り組む。（前期プランの継続） 

２ 水産物の付加価値向上 

衛生品質管理の高度化に向け、魚市場は「ⅠFⓡHACCP（アイ・エフ・ハサップ）」を実践し、

県の「岩手県高度衛生品質管理地域」の認定を受けるため、山田町と連携を図る。(前期プラン

から内容変更） 

【流通・販売対策の取り組み（新規）】 

１ イベント等での水産物のＰＲ 

漁協は、山田の魅力発信実行委員会が毎年４月に主催する「カキまつり」及び山田町が 11月

～12 月に主催する「サケまつり」など町内のイベントに積極的に参加し、地元水産物のＰＲに

取り組む。（新規）※ 

【担い手対策への取り組み】 

１ 新規就業者の確保 

漁協は、引き続き地元小学生の定置網の網起しや養殖水産物の水揚げ体験等を通じて漁業へ

の理解を深め、後継者育成に取り組む。（前期プランの継続） 

〈漁業コスト削減のための取組〉 

１ 省燃油航行の推進 

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き漁船船底・プロペラ清掃の徹底を行う。

（前期プランの継続）

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き減速航行と漁船の軽量化(不要な荷物を積

まない)を実施する。（前期プランの継続）

２ 低燃費推進機関の導入推進 

・漁業者は、引き続き低燃費推進機関への機関換装を推進する。（前期プランの継続）

・漁協は、引き続き機関換装にあたっての必要な情報の提供に努める。（前期プランの継続）

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

・資源管理計画を遵守し、漁業資源の維持管理に取り組む。

・第一種共同漁業権におけるウニ、アワビ、ナマコ、ミズダコ等については、漁業期間、操業期

間、操業回数、採捕量、殻長等の制限を遵守する。

・漁場改善計画(未来につなぐ美しい海計画)に基づく養殖施設数を遵守する。

・岩手県漁業調整規則による操業期間、操業区域、漁獲サイズ、漁具等規制を遵守する。

（４）具体的な取組内容

１年目（令和３年度）以下の取り組みにより、漁業収入を基準年比 9.1％向上させる。

漁業収入向上の 【水産資源の維持及び管理の取り組み】 
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ための取組 １ サケ資源の増大 

漁協は、秋サケ漁獲量の増加を図るため、近隣市町村のサケのふ化場か

ら稚魚を購入し、海中飼育と適期放流に取り組む。 

【採介藻漁業・養殖漁業の生産量増加、生産性向上】 

１ ホヤ養殖の実施 

漁協と養殖業者は、ホヤ養殖について関係機関の指導を受けながら採苗

技術の向上を図り、ホヤの増産に取り組む。 

２ ウニ生産量の増加 

  漁協は、ウニの生産量増加を図るため開口回数の増加を検討する。 

３ アワビ生産量の増加 

漁協は、アワビの生産量増加を図るため県や山田町の指導の下、種苗放

流適地調査を行うとともに、中間育成筏での稚貝の中間育成と容器放流に

取り組む。 

４ 養殖ワカメ生産量の維持 

漁協は、ワカメ養殖の生産量増加を図るため新規就業者を募集するとと

もに、空き漁場を有効に利用するため、現行使者でも増産できるような省

力化機器の導入を検討する。 

５ 磯焼け対策の実施 

漁協は、ウニ、アワビ等の生産量の増加と成育を促すため、県の指導を受

けながら餌となる海藻の増殖や養殖ワカメの端材の給餌に努め、磯焼け対

策に取り組む。 

【地域水産物の付加価値向上】 

１ 生ウニの付加価値向上 

漁協と採介藻漁業者は、ウニの食中毒発生防止を図るため、むき身作業

から出荷作業までの全工程及び集荷時において、基準値の 10℃以下の冷却

殺菌海水を使用し、徹底した衛生管理と低温管理に取り組む。 

２ 水産物の付加価値向上 

魚市場は、「ⅠFⓡHACCP（アイ・エフ・ハサップ）」を実践し、県の「岩手

県高度衛生品質管理地域」の引き続きの認定に向けて、山田町と連携して

取り組む。 

【流通・販売対策の取り組み】 

１ イベント等での水産物のＰＲ 

漁協は、山田の魅力発信実行委員会が主催する４月の「カキまつり」及び

山田町が主催する 11 月～12 月の「サケまつり」など町内のイベントに積極

的に参加し地元水産物のＰＲに取り組む。 

【担い手対策への取り組み】 

１ 新規就業者の確保 

 漁協は、引き続き地元小学生の定置網の網起しや養殖水産物水揚げ体験

等を通じて漁業への理解を深め、後継者育成に取り組む。 

漁業コスト削減 

のための取組 

〈漁業コスト削減のための取組〉 

１ 省燃油航行の推進 

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き漁船船底・プロペラ清

掃を行う。
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 ・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き減速航行と漁船の軽量

化(不要な荷物を積まない)を実施する。 

２ 低燃費推進機関の導入推進 

 ・漁業者は、引き続き低燃費推進機関への機関換装を推進する。 

 ・漁協は、引き続き機関換装にあたっての必要な情報の提供に努める。 

活用する支援措 

置等 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

・浜の活力再生・成長促進交付金（国） 

・水産多面的機能発揮対策事業（国） 

・有害生物漁業被害防止総合対策事業（国） 

 

 

２年目（令和４年度）以下の取り組みにより、漁業収入を基準年比 7.9％向上させる。 

漁業収入向上の 

ための取組 

【水産資源の維持及び管理の取り組み】 

１ サケ資源の増大 

漁協は、秋サケ漁獲量の増加を図るため、近隣市町村のサケのふ化場か

ら稚魚を購入し、海中飼育と適期放流に取り組む。 

 

【採介藻漁業・養殖漁業の生産量増加、生産性向上】 

１ ホヤ養殖の実施 

漁協と養殖業者は、ホヤ養殖について関係機関の指導を受けながら採苗

技術の向上を図り、ホヤの増産に取り組む。 

２ ウニ生産量の増加 

  漁協は、ウニの生産量増加を図るため開口回数の増加を検討する。 

３ アワビ生産量の増加 

漁協は、アワビの生産量増加を図るため県や山田町の指導の下、種苗放

流適地調査を行うとともに、中間育成筏での稚貝の中間育成と容器放流に

取り組む。 

４ 養殖ワカメ生産量の維持 

漁協は、ワカメ養殖の生産量増加を図るため新規就業者を募集するとと

もに、空き漁場を有効に利用するため、現行使者でも増産できるような省

力化機器の導入を検討する。 

５ 磯焼け対策の実施 

漁協は、ウニ、アワビ等の生産量の増加と成育を促すため、県の指導を受

けながら餌となる海藻の増殖や養殖ワカメの端材の給餌に努め、磯焼け対

策に取り組む。 

 

【地域水産物の付加価値向上】 

１ 生ウニの付加価値向上 

漁協と採介藻漁業者は、ウニの食中毒発生防止を図るため、むき身作業

から出荷作業までの全工程及び集荷時において、基準値の 10℃以下の冷却

殺菌海水を使用し、徹底した衛生管理と低温管理に取り組む。 

２ 水産物の付加価値向上 

魚市場は、引き続き、「ⅠFⓡHACCP（アイ・エフ・ハサップ）」を実践し、

水産物の付加価値向上に取り組む。 

 

【流通・販売対策の取り組み】 

１ イベント等での水産物のＰＲ 

漁協は、山田の魅力発信実行委員会が主催する４月の「カキまつり」及び
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山田町が主催する 11 月～12 月の「サケまつり」など町内のイベントに積極

的に参加し地元水産物のＰＲに取り組む。 

【担い手対策への取り組み】 

１ 新規就業者の確保 

漁協は、引き続き地元小学生の定置網の網起しや養殖水産物水揚げ体験

等を通じて漁業への理解を深め、後継者育成に取り組む。 

漁業コスト削減 

のための取組 

〈漁業コスト削減のための取組〉 

１ 省燃油航行の推進 

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き漁船船底・プロペラ清

掃を行う。

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き減速航行と漁船の軽量

化(不要な荷物を積まない)を実施する。 

２ 低燃費推進機関の導入推進 

・漁業者は、引き続き低燃費推進機関への機関換装を推進する。

・漁協は、引き続き機関換装にあたっての必要な情報の提供に努める。

活用する支援措 

置等 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・水産多面的機能発揮対策事業（国）

・有害生物漁業被害防止総合対策事業（国）

３年目（令和５年度）以下の取り組みにより、漁業収入を基準年比 9.4％向上させる。 

漁業収入向上の 

ための取組 

【水産資源の維持及び管理の取り組み】 

１ サケ資源の増大 

漁協は、秋サケ漁獲量の増加を図るため、近隣市町村のサケのふ化場か

ら稚魚を購入し、海中飼育と適期放流に取り組む。 

【採介藻漁業・養殖漁業の生産量増加、生産性向上】 

１ ホヤ養殖の実施 

漁協と養殖業者は、ホヤ養殖について関係機関の指導を受けながら採苗

技術の向上を図り、ホヤの増産に取り組む。 

２ ウニ生産量の増加 

  漁協は、ウニの生産量増加を図るため開口回数を増加する。 

３ アワビ生産量の増加 

漁協は、アワビの生産量増加を図るため県や山田町の指導の下、種苗放

流適地調査を行うとともに、中間育成筏での稚貝の中間育成と容器放流に

取り組む。 

４ 養殖ワカメ生産量の維持 

漁協は、ワカメ養殖の生産量増加を図るため新規就業者を募集するとと

もに、空き漁場を有効に利用するため、現行使者でも増産できるような省

力化機器の導入を検討する。 

５ 磯焼け対策の実施 

漁協は、ウニ、アワビ等の生産量の増加と成育を促すため、県の指導を受

けながら餌となる海藻の増殖や養殖ワカメの端材の給餌に努め、磯焼け対

策に取り組む。 
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【地域水産物の付加価値向上】 

１ 生ウニの付加価値向上 

漁協と採介藻漁業者は、ウニの食中毒発生防止を図るため、むき身作業

から出荷作業までの全工程及び集荷時において、基準値の 10℃以下の冷却

殺菌海水を使用し、徹底した衛生管理と低温管理に取り組む。 

２ 水産物の付加価値向上 

魚市場は、引き続き、「ⅠFⓡHACCP（アイ・エフ・ハサップ）」を実践し、

水産物の付加価値向上に取り組む。 

【流通・販売対策の取り組み】 

１ イベント等での水産物のＰＲ 

漁協は、山田の魅力発信実行委員会が主催する４月の「カキまつり」及び

山田町が主催する 11 月～12 月の「サケまつり」など町内のイベントに積極

的に参加し地元水産物のＰＲに取り組む。 

【担い手対策への取り組み】 

１ 新規就業者の確保 

漁協は、引き続き地元小学生の定置網の網起しや養殖水産物水揚げ体験

等を通じて漁業への理解を深め、後継者育成に取り組む。 

漁業コスト削減 

のための取組 

〈漁業コスト削減のための取組〉 

１ 省燃油航行の推進 

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き漁船船底・プロペラ清

掃を行う。

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き減速航行と漁船の軽量

化(不要な荷物を積まない)を実施する。 

２ 低燃費推進機関の導入推進 

・漁業者は、引き続き低燃費推進機関への機関換装を推進する。

・漁協は、引き続き機関換装にあたっての必要な情報の提供に努める。

活用する支援措 

置等 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・水産多面的機能発揮対策事業（国）

・有害生物漁業被害防止総合対策事業（国）

４年目（令和６年度）以下の取り組みにより、漁業収入を基準年比 12.7％向上させる。 

漁業収入向上の 

ための取組 

【水産資源の維持及び管理の取り組み】 

１ サケ資源の増大 

漁協は、秋サケ漁獲量の増加を図るため、近隣市町村のサケのふ化場か

ら稚魚を購入し、海中飼育と適期放流に取り組む。 

【採介藻漁業・養殖漁業の生産量増加、生産性向上】 

１ ホヤ養殖の実施 

漁協と養殖業者は、ホヤ養殖について関係機関の指導を受けながら採苗

技術の向上を図り、ホヤの増産に取り組む。 
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２ ウニ生産量の増加 

  漁協は、ウニの生産量増加を図るため開口回数を増加する。 

３ アワビ生産量の増加 

漁協は、アワビの生産量増加を図るため県や山田町の指導の下、種苗放

流適地調査を行うとともに、中間育成筏での稚貝の中間育成と容器放流に

取り組む。 

４ 養殖ワカメ生産量の維持 

漁協は、ワカメ養殖の生産量増加を図るため新規就業者を募集するとと

もに、空き漁場を有効に利用するため、現行使者でも増産できるような省

力化機器を導入し、検証を行う。 

５ 磯焼け対策の実施 

漁協は、ウニ、アワビ等の生産量の増加と成育を促すため、県の指導を受

けながら餌となる海藻の増殖や養殖ワカメの端材の給餌に努め、磯焼け対

策に取り組む。 

【地域水産物の付加価値向上】 

１ 生ウニの付加価値向上 

漁協と採介藻漁業者は、ウニの食中毒発生防止を図るため、むき身作業

から出荷作業までの全工程及び集荷時において、基準値の 10℃以下の冷却

殺菌海水を使用し、徹底した衛生管理と低温管理に取り組む。 

２ 水産物の付加価値向上 

魚市場は、引き続き、「ⅠFⓡHACCP（アイ・エフ・ハサップ）」を実践し、

水産物の付加価値向上に取り組む。 

【流通・販売対策の取り組み】 

１ イベント等での水産物のＰＲ 

漁協は、山田の魅力発信実行委員会が主催する４月の「カキまつり」及び

山田町が主催する 11 月～12 月の「サケまつり」など町内のイベントに積極

的に参加し地元水産物のＰＲに取り組む。 

【担い手対策への取り組み】 

１ 新規就業者の確保 

漁協は、引き続き地元小学生の定置網の網起しや養殖水産物水揚げ体験

等を通じて漁業への理解を深め、後継者育成に取り組む。 

漁業コスト削減 

のための取組 

〈漁業コスト削減のための取組〉 

１ 省燃油航行の推進 

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き漁船船底・プロペラ清

掃を行う。

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き減速航行と漁船の軽量

化(不要な荷物を積まない)を実施する。 

２ 低燃費推進機関の導入推進 

・漁業者は、引き続き低燃費推進機関への機関換装を推進する。

・漁協は、引き続き機関換装にあたっての必要な情報の提供に努める。
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活用する支援措 

置等 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・水産多面的機能発揮対策事業（国）

・有害生物漁業被害防止総合対策事業（国）

５年目（令和７年度）以下の取り組みにより、漁業収入を基準年比 12.7％向上させる。 

漁業収入向上の 

ための取組 

【水産資源の維持及び管理の取り組み】 

１ サケ資源の増大 

漁協は、秋サケ漁獲量の増加を図るため、近隣市町村のサケのふ化場か

ら稚魚を購入し、海中飼育と適期放流に取り組む。 

【採介藻漁業・養殖漁業の生産量増加、生産性向上】 

１ ホヤ養殖の実施 

漁協と養殖業者は、ホヤ養殖について関係機関の指導を受けながら採苗

技術の向上を図り、ホヤの増産に取り組む。 

２ ウニ生産量の増加 

  漁協は、ウニの生産量増加を図るため開口回数を増加する。 

３ アワビ生産量の増加 

漁協は、アワビの生産量増加を図るため県や山田町の指導の下、種苗放

流適地調査を行うとともに、中間育成筏での稚貝の中間育成と容器放流に

取り組む。 

４ 養殖ワカメ生産量の維持 

漁協は、ワカメ養殖の生産量増加を図るため新規就業者を募集するとと

もに、空き漁場を有効に利用するため、現行使者でも増産できるような省

力化機器を導入し、検証を行う。 

５ 磯焼け対策の実施 

漁協は、ウニ、アワビ等の生産量の増加と成育を促すため、県の指導を受

けながら餌となる海藻の増殖や養殖ワカメの端材の給餌に努め、磯焼け対

策に取り組む。 

【地域水産物の付加価値向上】 

１ 生ウニの付加価値向上 

漁協と採介藻漁業者は、ウニの食中毒発生防止を図るため、むき身作業

から出荷作業までの全工程及び集荷時において、基準値の 10℃以下の冷却

殺菌海水を使用し、徹底した衛生管理と低温管理に取り組む。 

２ 水産物の付加価値向上 

魚市場は、引き続き、「ⅠFⓡHACCP（アイ・エフ・ハサップ）」を実践し、

水産物の付加価値向上に取り組む。 

【流通・販売対策の取り組み】 

１ イベント等での水産物のＰＲ 

漁協は、山田の魅力発信実行委員会が主催する４月の「カキまつり」及び

山田町が主催する 11 月～12 月の「サケまつり」など町内のイベントに積極

的に参加し地元水産物のＰＲに取り組む。 

【担い手対策への取り組み】 

１ 新規就業者の確保 
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漁協は、引き続き地元小学生の定置網の網起しや養殖水産物水揚げ体験

等を通じて漁業への理解を深め、後継者育成に取り組む。 

漁業コスト削減 

のための取組 

〈漁業コスト削減のための取組〉 

１ 省燃油航行の推進 

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き漁船船底・プロペラ清

掃を行う。

・漁業者は、燃油使用量の削減を図るため、引き続き減速航行と漁船の軽量

化(不要な荷物を積まない)を実施する。 

２ 低燃費推進機関の導入推進 

・漁業者は、引き続き低燃費推進機関への機関換装を推進する。

・漁協は、引き続き機関換装にあたっての必要な情報の提供に努める。

活用する支援措 

置等 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・水産多面的機能発揮対策事業（国）

・有害生物漁業被害防止総合対策事業（国）

（５）関係機関との連携

 この浜プランに掲げた各取り組みは、岩手県、岩手県漁業協同組合連合会、及びその他調査研

究機関の指導を受けながら実施する。 

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上１０％以

上 

基準年（平成 27～令和元年度

（例外あり）の平均） 
千円 

目標年（令和７年度） 千円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性

（３）所得目標以外の成果目標（下表の魚種の数量の向上）

魚種 基準年の数量 
目標年 

(令和７年度)数量 
備考 
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ウ ニ 7,707 ㎏ 7,912 ㎏ 
主漁期のウニ漁獲開口回数を１回増や

すことで、水揚量の増加を図る。 

アワビ 8,825 ㎏ 11,541 ㎏ 

平成 28 年度以降のアワビ稚貝の放流

数が増加することにより、放流貝水揚

量が増加する。 

５ 関連施策 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係 

漁業経営セーフティーネット構築事業

（国） 

燃油の価格が高騰した際に所得への影響を緩和すると

ともに漁業経営の安定を図る。 

浜の活力再生・成長促進交付金（国） 
漁業所得の向上を図るため、共同利用施設の整備や機器

の整備を図り漁業経営の安定を図る。 

水産多面的機能発揮対策事業（国） 
藻場の保全等を図り、種苗放流の効率化を目指すととも

に漁業経営の安定を図る。 

有害生物漁業被害防止総合対策事業

（国） 

定置網漁業において、大型クラゲやキタミズクラゲ等有

害生物の入網の際の被害軽減を図る。 
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